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　今回はShererとKentの監査論のうち監

査の新しい動向を論じた第三部「監査の拡張

された職能」の各論の最後，第12章「社会

会計責任と監査」をまとめてみたい。社会会

計（社会責任会計）なり社会監査（社会会計

監査）は，理念的な崩芽は相当以前よりあっ

たのであろうが，具体的に企業会計の場で論

じられるようになったのはごく最近のことで

あり，それらの理論なり技法は殆どまだこれ

からの研究開発をまっている会計学の最も新

しい領域の一つであるといえる。

社会会計責任と監査（訳注1）

1．序　論

　社会監査は本書のこの部（第三部「監査の拡

張された職能」）の最後の例である。社会監査

の基礎的概念の起源は既に19世紀に遡るこ

とができようが，監査活動として認められ一

般に受け入れられたのは1960年代に入って

からである。

　社会会計責任の受容及び社会監査の実施が

北米及び西欧の高度産業化経済諸国に限られ

ていることは注目すべきことである。このこ

とについて考えられる解釈は，物質的福祉の

高水準が既に達成されたとき初めて，環境の

質，労働条件や機会の均等といった非経済

的，非財務的な要素に考察が向けられるであ

ろう，ということである（原注1）。1960年代，
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先進欧米諸国は，完全雇用と高い生活水準を

達成しており，その結果，生活なり社会福祉

の一般的な質に貢献する非経済的な要素の幾

つかにより注意が向けられるようになったの

である。

　従って，現在，これらの国々において物質

的な生活水準が低下しているわけではないが

停滞している状況では，社会会計責任なり社

会監査に対する関心が，学問上のテーマとし

てもまた実際の統制機構としても相当に減退

していることは真に驚くにはあたらないので

ある。それどころか現在，基礎的な事柄，雇

用及び物質的な生活水準に再び努力を集中す

ぺきだという声が高い。

　しかしながら，社会監査は現代の組織体を

監視する一つの重要な機構として既に存在し

てきたし，疑いもなくこれからもそうあり続

けるであろう。社会監査は少なくとも二つの

面で大きな成功を収めた。即ち第一に，会社

がその営業方針を変えるように説得した幾つ

かの著名な例一例えぽ石油に含まれる鉛の

量を減らす一が存在すること。第二に，あ

らゆる形態の組織体は様々な関係者の，財務：

上と非財務上の諸目的間に均衡をとることの

必要性が従前よりはるかに自覚されるように

なったことである。社会監査の実施はその時

時の経済情勢によって強調されたり，衰退す

るであろうが，かかる上述の，組織体の態度

の変化は永続的なものであり，かつまた影響

を及ぼし続けるものと考えられるのである。．



2．　目的及び定義

　社会監査の基本的な目的は，組織体をして

その社会的行動（訳注2）について，関係者に対

して，より責任をもたせることである。我々

は既に会計責任はすべての形態の監査の基礎

にある極めて重要な概念であることを確認し

てきた。しかしながら，他のタイプの監査

一そこでは会計責任が組織体の所有者或い

は経営者会に向けられている一に比べて，

社会監査の聴衆或いは依頼者は組織体のシス

テムにおける他の関係者グループの組合せな

のである（訳注3）。従って，社会監査は主とし

て，従業員，消費者，地域社会といったグル

ープに何らかの組織体に対する統制力を与え

る手段であるといえる。社会監査は，組織体

がこれらの関係者の要求（needs）や期待（ex・

pectations）をどの程度満たしているのかを査

定し，当該組織体がそれらの期待に関連して

その行動を改善しうる方途を勧告しようとす

るものである。

　一般的には社会監査は次のように定義しう

るであろう。

「ある組織体の経営者が，その組織体の各

種の関係者に，その社会的行動に関する決

定や方針を説明し，正当化して組織体の社

会的責任を高めるための何らかの機構」
（訳注4）

この定義から，社会監査の必須的な要素は，

組織体についてその関係者への情報の伝達で

あることが分る。社会監査は特に組織体の従

業員の福祉，消費者及び社会についての決定

と方針の影響についての情報を提供するもの

なのである。経営監査の幾つかのタイプのも

のと同様に，社会監査は製品の生産について

の能率性の測定よりも要求が充足されている

その程度の測定により関心をもつものなので

ある。
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　社会監査の職能の範囲は今まで論じてきた

他の監査職能の範囲より明確には定義されて

いない。それは唯一の関係者グループの観点

をのみとりあげ，彼らのその諸目的を如何に

満たしているかについての組織体の情報を提

供することもありうる。フランス，ドイツ及

びオランダの多くの会社で作られている「社

会会計報告書」（social　accounting　rePort）は

関係者のうち従業員グループのためになされ

ている社会監査の一例とみることができよ

う。これらの報告書は経営者によって作成さ

れるのであるが，それが雇用方針，労働条件

及び健康や安全の記録の情報を含んでいる

（原注2）ので，通常の会計報告書とは全く異な

る。従って，それらは組織体の従業員の福祉

に影響を及ぼす多くの非財務上の諸要素に関

連しているものなのである。イギリスにおけ

る「従業員報告書」（employee　report）も，あ

る程度同様な目的を達している。もっともそ

の主目的は従業員に通常の財務諸表をずっと

分り易い形で提供することにあるのだが。

　同様に，マスメディア中に伝えられる個々

の断片的調査報告も社会監査の一種であると

いえる。かかる調査はしばしば組織体の行動

を消費者の諸目的に照らして評価するもので

あることが多い。その一例はイギリスにおい

て消費者連盟（C。nsumers　Associaヒion）が行

なう製品及びサービスの信頼性と安全性につ

いての報告がある。

　社会監査報告の上記のタイプは唯一のグル

ープに向けられたものではあるが，それでも

なおその作成は決して容易なものではない。

主要な困難さの一つはどのグループも組織体

に関して複合した諸目的（multiple　objectives）

をもっていることである。例えば，地域社会

とそれが化学工業会社に対する関係を考えて

みよう。地域社会はその会社が提供する雇用

機会に明白に関心をもつが，工場より流出す

る廃棄物によってもたらされるかもしれない

健康に対する危険の可能性についても憂慮す
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るわけである。社会監査報告書は，もしそれ

が会社の地域社会にもたらす社会的便益或い

は損失（social　benefit。r　loss）を全体的に査

定しようとするのならば，上述のそれぞれの

領域における会社の行動についての情報を提

供することに努めるべきである。かかる情況

を単に財務数値によって表現される情報の信

頼性を高めることに関与している法定監査人

のおかれている情況と比ぺると，そのむずか

しさは明白であろう。

　このような測定及び報告上の困難性は社会

監査が一関係者グループ以上の諸目的をとり

あげようとすると更にますことになる。社会

監査は理想的には各関係者グループに適切な

情報を提供して，組織体の全体としての社会

的行動について査定（assess）をしようとする

ものなのである。かかるタイプの社会監査

一それは広範囲の行動の測定値を用い，そ

のあるものは量的なものであり，あるものは

質的なものとなろう一は幾つかのアメリカ

の会社で好まれている。即ち，そこでは経営

者は会社の幾つかの社会的目標一少数民族

の雇用，汚染防止や地域社会への奉仕など

一への前進を報告しているのである。かか

る包括的社会監査は例えば，各種の組織体の

社会的に無責任な行動を明らかにすることを

任務とする，P］〔RC（訳注5）の如き独立した機

関によっても行なわれているのである。

　このような社会監査の内容のより詳細な分

析及びその固有の測定問題の幾つかに立ち入

る前に，本節の主な所論を再説しておくこと

が有用であると思う。社会監査とは組織体の

社会会計責任を高めるための統制機構であ

る，と定義しうる。従って，それは通常はそ

の組織体と社会的又は財務的な関係をもつ様

様な関係者グループに向けられるものではあ

るが，なおすべての主要な関係者に組織体の

統制に役立つ情報を提供しようとするもので

ある。それは当該組織体の社会的責任（訳注6）

の諸目的がどの程度達成されているのかを強
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調することによって，他の種類の監査に対し

てその不足を補う作用をするものである。従

って，社会監査はその組織体の生産物がその

関係者の福祉全般に寄与している貢献の度合

という有効性の測定に特に関連するわけなの

である。

3．　政府が行なう社会監査（訳注7）

　我々は先に社会監査の起源は既に19世紀

にまで遡れることを述ぺた。これら初期の努

力は通常，産業革命の悪い影響の幾つかから

従業員を保護iすることを企図した社会政策的

立法により具体化されたのである。かかるタ

イプの立法はJohn　Woodのような自由主義

的な実業家やAshley卿（後のShaftesbury

伯爵）のような博愛主義の地主によって支持

された。彼等の努力の成果は，工場における

婦人，子供の労働時間を制限するための一連

の社会的改革であって，それは1833年，44

年，47年の「工場法」（Factories　Act）及び

1842年の「鉱山法」（Mines　Act）によって法

制化されたのである源注3）。これらの法律の

意義及びそれらが何故，社会監査の最初の事

例と言えるのかは，これらの法律に規定の実

施を強制するための検査官（inspector）の規定

がおかれていたからである。検査官は工場や

鉱山に往査し，そこで見出した状況について

報告書を作成したのである。この報告書は議

会に提出されたのであり，これが，立法者及び

一般民衆が産業機構の労働及び社会への影響

について，初めて目を見開かせたのであった。

　19世紀における工場立法は，国家政府が

会社に，社会的に責任のある行動をとらせる

こと，かつそれを監視するために法律を作

り，活用すぺきであるという考えの先駆をな

したのである。今日でもなお，立法化は各種

の関係老に統制のための情報を提供する規定

を含めて，社会的責任を高めるための重要な

機構となっている。社会会計責任を増進する

ための法令は，多くのタイプの組織体とそれ



らの活動の大部分の分野を包括している。例

えぽ，1974年の「労働者健康及び安全法」

（Health　and　Safety　at　Work　Act）は機械に

よる危険防止及び危険な原材料の取扱いに関

する最低限の基準を設けることに加えて，使

用者に対して従業員の健康及び安全に関する

記録と方針についての報告を要求している。

同様に，1975年の「雇用保障法」（Employ・

ment　Protection　Act）の重要な規定の幾つか

は，公認された労働組合への情報の開示につ

いてのものである。

　しかしながら立法化はそれ自体では社会会

計責任の有効な方法とはなりえない。我々は

第二章で法令が会社に対してその財務状況に

ついての真実かつ公正な姿を示す報告書を公

表することを要求しているが，なおかかる財

務会計責任の監視と強制は法定監査人によっ

て遂行されることをみたわけである。組織体

の関係者に対する社会会計責任を高めるため

法令もまたそれが監視し，強制されることが

必要であり，そしてこのことは通例，独立し

た政府機関（訳注8）によって行なわれる。かく

て「労働者健康及び安全法」への準拠性は

「工場検査局」（Factory　Inspectorate）によっ

て監視され，「雇用保障法」は「勧告・調停

及び仲裁委員会」（Advisory，　Conciliation　and

Arbitration　Service，　ACAS）によってなされ，

1975年の「性差別に関する法律」（Sex　Dis・

c「imination　Act）一これは職場における婦人

の機会均等を増進することを目的としたもの

である一の施行は「機会均等委員会」（Equal

Opportunities　Commission）によってなされる

ことになっているのである。これらの例はす

べてイギリスのものであるが，かかる政府に

よる監視機関はアメリカでも同様な法令の社

会監査を行なうために設置されている。例え

ば「雇用機会均等委員会」（Equal　Employ・

ment　OpPortunity　Commission）は，職場にお

けるあらゆる種類の差別に関する苦情を調査

するし，また「環境保護局」（Environmental
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Protection　Agency）は，組織体の環境汚染防

止についての法令の順守努力を監視している

のである。

　これら政府機関によって行なわれる調査は

先にのべた社会監査の定義に含まれている特

徴を示している。それらは組織体をしてその

活動の社会的影響についての情報を提供せし

め，そのことによって組織体の関係者に対す

る社会会計責任を増進させようとするものな

のである。しかし，それらは組織体により社

会的に責任ある方針をとらせることを推進す

るにはごく部分的にしか成功しなかったので

ある。これには三つの主な理由が挙げられ

る。第一に，これらの機関は法令の，その現

在の規定を強制できるだけなのであって，多

くの場合，法令は組織体の産業間，或いは異

なれる構造上又は経済上の相違を無視して，

単にある最低限の基準を要求するにすぎない

ということである。第二に，これらの機関が

人員その他が不十分なものになり勝ちである

ということである。例えば，該当するすべて

の組織体に定期的に往査し，それが関連する

法令を順守しているかどうかを完全に調査す

るには，工場検査人が少なすぎるのである。

第三に，各機関間の協力が殆どないため，そ

の結果として，ある組織体の特定の分野一

例えば，汚染防止活動一における社会的行

動にっいて査定がなされても，その組織体の

社会的責任を果たす方針や計画についての全

体としての有効性について，何らかの結論に

達することはできないのである。政府による

社会監査は，こういった制限があることが一

つの理由となって，今一つの種類の社会監査

が拾頭してきたのである。それは政府規定の

基準によることなく，ある特定の継続的な基

準の上に，社会的行動に関して監視をし，情

報を提供しようとするものなのである。

4．　自主的な社会監査

ヨーPッパではイギリスを含めて，社会監
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査の法制化タイプ（政府が行なう社会監査）

が企業その他の組織体に社会的責任を強制す

る多分最も普通の方法である。アメリカとカ

ナダでは，既出の如く政府機関も大切な役割

を果たしているが，組織体による自生的な社

会監査の方が社会的責任測定の方法としては

より適当なものと考えられている。自主的社

会監査によって作成される主なものは，組織

体の経営者によって作られる「社会責任報告

書」（social　responsibility　report）である。こ

れは多くは，特別に依頼した専門家と協力し

て作られているのである。北米においてかか

る方式が人気があるのは，会社企業が政府又

はその機関による厳格な規制を事前に防止し

避けることと，多分に一般大衆における会社

企業のイメージをよくすることにある。

　自主的社会監査は，経営者についての受託

責任（trustee　ship）アプローチの適用に他な

らない（原注4）。受託責任経営は第一章でのべ

た仲裁者（arbiter）としての経営者の概念に似

ており，経営者は，得意先，従業員，仕入先

及び社会や株主の競合する諸要求問に公平な

均衡を保つ責任があることを認めるものなの

である。自分達が単に株主の代理人というの

ではなく，様々な関係者のための受託責任を

負う者であるということを認める経営老は，

一種の啓発された営利業者（enlightened　self－

interest）となる。というのは彼等は伝統的な

経済価値をそのまま受け入れることはしな

い。例えば，彼等は企業の存続にとって利益

が重要であることは認めはするが，なお，社

会的な価値，特に従業員の福利厚生や環境保

全が企業の方針決定に利益と同様に大切に考

慮されねばならないと信ずるのである。

　自主的社会監査は，経営老自身によって始

められ，行なわれるものなので，その目的及

び範囲は会社によって相当に変わる。しか

し，多くの自主的社会監査は次の図で描かれ

た四つの一般的な段階（stage）より成るもの

である（原注5）。
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（1）

（2）

（3）

（4＞

自主的社会監査の4段階

情況の調査

行動基準の設定

新方針の実施

監　視　及　び

級ﾊの報告

フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク
の
環

　（1）情況の調査

　まず始めに経営者は一又はそれ以上の関係

者グループに社会的影響を及ぼす可能性のあ

る，組織体内におけるすべての活動を確定す

る。例えぽ，組織体はそれが使用している技

術がその地域の汚染量や従業員の健康や安全

の状況に影響している可能性があることを認

める，などである。

　②　行動基準の設定

　ついで経営者は，その社会的責任を改善し

ようとする一又は二の活動を選定するであろ

う。既存の方針を確認した上で，経営者は，

改善された行動のための目標を定める。かか

る計画のアメリカにおける真に良い例として

少数民族の雇用に関するものを挙げることが

できる。経営者は少数グループに属する従業

員の比率を，例えぽ5％から10％にあげる

ことを決定するのである。これは自分達が機

会均等を与える雇用者であることを誇示した

いためなのである。時には，基準が地域社会

における慈善事業団体への寄付金といった様

な財務上の表現で設けられることもある。

（3）新方針の実施

社会的責任についての新たな目標を達成す



るために，経営者は新たな方針及び手続を実

施しなければならないであろう。組織体が少

数民族グループの雇用機会を増そうとするな

らば，募集手続を変えることが必要となろ

う。多分，少数グループよりの応募者をより

多くするためにその民族の新聞とか学校に求

人広告をだすなどの方法によるなどである。

同様に，もし組織体が顧客に対するサービス

の信頼性や品質を改善しようとするならぽ，

経営者は特別なスタップ訓練計画を始めねば

ならないであろう。

　（4）監視と結果の報告

　最終の段階は，改善された社会的責任のた

めに設定された目標を達成するための，新し

い方針の成否或いは有効性の評価を含むもの

である。この評価は，少数民族グループより

の従業員の数の増加計画の如き場合は，比較

的単純明瞭なものであろうが，他の計画，例

えば顧客へのサービスの品質の改善などの場

合は，代替的測定値一例えば顧客より出さ

れた苦情の数一が必要となる。この最終段

階はまた，特に作成された社会責任報告書に

よって，例えぽ従業員，消費者及び地域社会

などの関連した関係者グループにその評価の

結果を伝達することを含むものである。

　監視と結果報告の段階は，自主的社会監査

の終りではない。調査の結果は，次に関係者

に対する組織体の社会的責任の改善を続ける

ための経営者に対するフィードバック情報と

なるのである。ある計画の目的が達成された

ならぽ，次にそれは他の活動の社会的影響を

みつめるべき合図となる。もしその目的が達

成されなかったならば，経営者は新方針の実

施か或いは，少なくとも短期的にはそれが実

行不可能であったのでかかる従前の目標を下

方修正しなけれぽならないかもしれない。例

えぽ少数民族グループよりの従業員の比率が

10％の目標にも拘わらずわずかに5％から
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6％に増したにすぎないならば，経営者は組

織体における雇用機会の宣伝のために少数民

族グループの多い学校，大学へ行くかもしれ

ない。或いは，経営者はその目標増大が希望

的にすぎたので，次年度では目標を7％又は

8％に下げることも考えるであろう。

　自主的社会監査はある組織体の社会的責任

を，従って社会会計責任を徐々に改善してい

く一方法なのである。自主的社会監査は，多

分それを行なう組織体の大衆におけるイメー

ジの改善に大いに役立ち，かつまた組織体

が，株主以外の関係者のグループにより会計

責任を負うべきでありまた負えるものなのだ

という考えを増大させてきたことは疑いない

のである。しかし，その社会監査技術として

の主な限界は，その目標なり計画目的なりが

経営者によって設定されること及びその有効

性の評価を行なうのが経営者自身であるこ

と，である。かかる限界は，経営者によって

作られる社会責任報告書それ自体が，当該組

織体の様々な関係者の代表による外部監査を

うけることで克服されよう。更に付言すれ

ば，多くの社会監査は一時期に一活動又は一

計画にしか集中しない。組織体の社会的責任

を全般的に調査し，改善しようとする自主的

社会監査が行なわれるのは極めてまれなので

ある。従って，その結果はしぼしば関係者の

期待にはるかに及ばないものとなっている。

これに対して，次に検討する社会監査の第三

のタイプは，組織体の社会的活動を全面的に

査定することを試みるのであり，かつまた明

白に関係者の観点をもとり入れるものなので

ある。

5．　批判的社会監査

　これは本章でとりあげた三つの社会監査の

方法のうち，ずぽぬけて最も過激（radical）な

ものである。批判的社会監査は必ず一或いは

それ以上の関係者グループの自発的な代表者

として行動する，監査される組織体より独立
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した人々によって遂行される。批判的社会監

査の主な目的は，社会的に無責任な方針を行

なっている組織体を暴露（expose）することに

ある。批判的社会監査は，その主な目的の一

つが，その組織体をしてその関係者に対する

態度を変更させることであるので，他の社会

監査よりはずっと積極的なタイプの統制機構

なのである。

　典型的な批判的社会監査は，ある組織体を

徹底的に調査し，最終的にはその社会的な無

責任ぶりの主な分野を強調する報告書を公表

することである。しばしばこれらの社会監査

自体，組織体の社会的行動についてそれを極

めてゆがめた形で示すとして批判されてい

る。しかしながらそのようなゆがみは，監査

されている組織体の経営者が調査する人々に

協力することが殆どなく，彼等をして専ら不

完全な情報にたよって結論を出さざるをえな

いようにしていることから恐らく止むを得な

いことなのである。

　大企業はしぼしぽ批判的社会監査の注意の

焦点となっている。もっとも，非営利の組織

体，特に政府の諸官僚組織などを関係者によ

り社会会計責任をもたせようとする若干の試

みもまた同様になされてはいるが，大企業の

方針が重要視されているのは，それらの経済

における重要性の反映に他ならず，従ってま

た，それらがもつ社会の多くのグループに与

える影響力の反映でもあり，なお更には社会

監査人自身がもつイデオロギーや政治的傾向

の反映でもあるのである。次に掲げる三つの

事例は，批判的監査の枠組の内で，どの様な

事柄が調査されるのかを明らかにするもので

ある。

　（a）キャンペーンGM

　キャンペーンGM（正確な名称は「ゼネラ

ル・モーターズをより責任あらしめるための

運動」）（原注6）は，1970年に「企業責任にっい

て提言する会」（Project　on　Corporate　Respon．
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sibility）と称する団体によって始められた。

この団体は若手弁護士のグループによって作

られ，アメリカ自動車産業の活発な批判者で

ありかつまた著名な消費者利益の擁護者でも

あるRalph　Nadarの支持をもえていた。キ

ャンペーンGMの主要な目的は大衆にGM
の，従業員，消費者及び地域社会に対する社

会的行動について知らせ，株主から会社の取

締役会に方針の変更を強制しうるだけの支持

をひきだすことにあった。この団体「企業責

任について提言する会」は，GMの少数株主

（GMの全株式285百万株のうちわずか12株

を取得）となり，その結果，1970年5月の年

次株主総会において幾つかの提案を出すこと

ができたのである。これらの提案は，GMに

会社の幾つかの分野における社会的責任の記

録を調査するための委員会を設置することを

要求したものであった。その分野には，自動

車によって生ずる汚染の総額と会社がその減

少のためになした努力，自動車の安全性と信

頼性を改善するための研究調査費，及び取締

役会に従業員，消費者並びに地域社会の代表

を加えることによって達せられるべき社会会

計責任の増進，などであった。

　これに対抗してGMの取締役会は全株主に

これらの提案に反対投票するように呼びかけ

た文書を発送したのである。従って，これら

の提案が株主総会で圧倒的多数で否決された

のは当然であったが，なお，キャンペーンG

Mは実に5万人以上の小株主の支持をえたの

であった。キャンペーンGMは新聞に大きく

とりあげられ，社会的責任及び社会会計責任

の問題に社会の多くのグルー一一プ，機関が関心

をもつようにしたといえるのである。実に，

それは，「多くの機関一特にハーバード，

MIT，エール，プリンストン，ミシガン及び

スタンフォードなどの大学一をして自分達

の投資活動をそれまで全く財務上の事柄とし

て考えてきた慣行が果たしてそれでよいのか

どうか問い直すきっかけとなった」（原注7）の



である。更に，1970年8月，GMは，汚染

及び安全問題を如何に取扱うかについて取締

役会に専門的な勧告を与えるための「社会的

方針に関する委員会」（Public　Policy　Com・

mittee）の設定を発表したのである。この委

員会は主として取締役会のメンバーより成っ

ており，従って，キャンペーンGMからは社

会会計責任の，とうてい認められない形態と

考えられたのではあるが，しかしなおGMの

態度に相当な変化があったことを示すもので

あり，株主以外の関係者の利益をより考慮に

入れようとする新しい方針を示したものなの

である。

　（b）Avon　Rubber社及びTube　IIlvest－

　　ments社

　PIRCによって1976年行なわれたAvon
Rubber社の社会監査（原注8）は，イギリスで

行なわれたこの種の独立した監査で最初のも

のである。調査人はAvon　Rubber社の経営

者と労働組合の双方より協力をえたのであっ

た。しかし，その社会監査報告書公表後，経

営者はそのすべての結論を否定したのであ

る。全文10万語をこえた，大部のこの報告

書は，広告基準，雇用方針，製品の計画的陳

腐化，製造技術の労働条件や地域環境に及ぼ

す影響を含めて，この会社の社会的影響をも

つ活動のすべての分野について批判的に検査

したのである。

　報告書はこれらの分野におけるAvon　Rub－

ber社の行動の賞賛と批判の両方を含んで

いるが，その意義は通常は株主には，いわん

や消費者とか従業員といった他のグループに

は利用できないような情報を公表したことに

ある。例えぽ，調査人はこの企業グループ

（訳注9）の5社における産業災害の数及びタイ

プの詳細を報告し，事故発生率をその産業平

均と比較しているのである。調査人は事故防

止の方法及び従業員に伝えられる健康並びに

安全についての情報の内容について批判的で
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あった。しかし，会社はこれらの批判を拒否

したのである。

　可能なかぎり調査人はAvOII　Rubber社の

社会的行動を定量的に測定しようとした。例

えば，工場における騒音レベルを労働省の実

施規則で勧告している基準と比べる，などで

ある。しかしながら，他の幾つかの分野，特

に，危険な化学物質を取扱う作業の健康に及

ぼす影響や製品の信頼性と安全性の分野では

定性的判断がなされる他なかったのである。

PIRCはAvon　Rubber社におし・て，会社が

その社会的行動を改善するために新方針を実

施したかどうか追跡調査の社会監査をしたか

ったのであるが，これは経営者の協力がえら

れず，できなかったのである。

　Avon　Rubber社の社会監査の前に，　PIRC

はTube　Investments社に同様な調査を行

なおうとしたのである。しかし，Tube　In・

vestments社の経営者は，それは「我々がそ

の維持をかくも懸命に努力している処の，良

好な産業上の諸関係」（原注9）を混乱させる恐

れがあるといって，その調査に非協力的であ

った。従って，Tube　Investments社の社会

監査報告書は立証されえない様な，会社外の

源泉より得た情報に基づいたものとなったの

である。この報告書の事後調査活動の一つと

して，PIRCはTube　Investments社の年次

株主総会において，二つの決議案を通そうと

した。第一の決議案は，会社がその社会的活

動，特に従業員の健康と安全，汚染防止及び

消費者からの苦情処理に重点をおいた包括的

な年次報告書の公表を勧告したものであっ

た。第二の決議案は，南アフリカにある当社

の子会社が，そのすべての従業員に合理的な

水準の報酬を支払うように勧告したものであ

った。しかし，PIRCは，その年次総会にお

いて，これらの決議案を動議としてとりあげ

させるに十分な数の株主の支持をえることは

できなかったのである（原注10）。
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　（c）Consolidated　Gold　Field社

　批判的社会監査の最後の事例は，やはり南

アフリカにおける英国資本の問題をとりあげ

るものである。1973年，Consolidated　Gold

F圭eld社一これは南アフリカにおける第二

位の金の生産者である一はCISの「反報
告書」（Anti・Report）（原注11）の題材となった。

CIS（訳注10）は特定の会社及び特定の産業全体

について幾つかの社会監査報告書を発表して

いる。その中でCISは他を顧みない利益第一

主義が非株主関係者及び特に従業員に対して

有害な影響をもたらすという強い思想上の信

念を表明している。

　Consolidated　Gold　Field社についての反

報告書の主な目的は，会社の利益や株主への

配当の創出のために，アフリカの黒人鉱山労

働者が負担している経済的及び社会的コスト

を明らかにすることにあった。CISは鉱山労

働者がおかれている恐るべき状態を一般に公

表し，周知させることで，機関投資家の一

部，特に教会，病院，大学及び慈善事業団体

の幾つかが会社の取締役会に方針の変更をせ

まるようになること，或いは，少なくともそ

の持株を恥じて売却しかつそうする理由を表

明することを望んだのである。この報告書の

公表がConsolidated　Gold　Field社の取締

役或いは株主に何らかの直接的な影響を与え

たかどうかは何ら証拠がない。但し，これよ

り以前のRio・Tinto　Zinc社に対する反報告

書は，この会社が「社会関係事実報告書」

（s㏄ial　facts　sheet）の公表を始めることを促

進したものと思われるのである。

　以上三つの批判的社会監査の事例は，それ

ぞれ異なれる思想的観点よりスタートしてい

るが，幾つかの共通点ももっている。これら

は，それぞれ自分達が監査した企業は，株主

以外の関係者の福祉に対して不十分な配慮し

か払っていない，と信じているのである。三

例のそれぞれが，法律によっては公開が強制
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されていないし，また企業が自主的にも公開

していない様な，企業の社会的影響に関する

情報を伝えようと試みているのである。これ

らの社会監査は，それぞれが監査される会社

より独立した機関によって企てられているの

である。しかし，このことが，報告書が社会

的に無責任な行動の例示にのみ集中する傾向

をもち，従って，企業に対してかなり偏見を

もっているとみられるといった，長所なり短

所の原因となっているのである。最後に，社

会的行動についての情報の提供は明らかにそ

れ自身が目的ではないことに注意しなけれぽ

ならない。かかる情報の公開の目的は，株主，

政府及び他の関係者自身に，会社が方針の変

更をし，社会的責任全般の改善をするよう

に，行動を起こしてもらうためのものなので

ある。要約すれば，このような批判的社会監

査を行なう者の観点からは，社会監査は，も

しその組織体の社会的行動の改善を実際に推

進することができたならぽ，そのとき初めて

社会会計責任をより高めていくための有効な

機構となりうる，ということである。

6．測定問題

　本章で論じた各類型の社会監査はすぺて，

組織体の関係者に対する社会会計責任の改善

における情報の役割を認めているものであ

る。情報は，それが組織体の経営者或いは独

立機関のいずれによって供給されようとも，

組織体の社会的行動について測定すること，

つまり経営者が関係者の要求（needs）をどの

程度満たしているかの評価が必要となる。従

って，社会監査人が直面する最も重要な仕事

は，社会的行動の適当な測定値の選択に他な

らない。経済的行動の評価にはある形式の利

益測定が適当であることが一般に承認されて

いるが，社会的行動の測定方法については合

意はみられていないのである。我々は以下，

この合意欠如の理由の幾つかについて考えて

みよう。



　第一に，組織体の諸活動は一つ以上の社会

的影響をもっているものであり，それらすぺ

てについて一つの測定システムを用いること

は実際的ではないし又，望ましくもないであ

ろうということである。例えぽ，工場におけ

る騒音被害の量には客観的な技術的測定値が

用いられようが，危険な化学物質による健康

の損失には不可能であろう。もし，すべての

社会的影響が同一の方法で測定できないのな

らぽ，ある組織体と他の組織体との間の社会

的行動の比較をすること，従って，それによっ

て社会的責任についての一般的基準を導き出

すこと，は不可能とはいえなくとも極めて困

難であろう。例えば，大気汚染をする工程を

もつ会社と製品に計画的陳腐化をおりこんで

いる他の会社を考えてみよう。社会監査は，

もし異なる測定値を用いてそれらの影響を査

定するならば，一方の会社が他の会社より社

会的に責任ありと結論することはできない。

一つの可能性は，比較ができるようにすべて

の社会的影響を財務上の数値で測定すること

を試みることである。しかし，これらの社会

的影響のあるもの，特に健康や安全に関する

ものは，財務的価値を付することが極めて困

難なのである。1977年，アメリカのある裁判

所は，自動車事故で焼死した男について，そ

れが自動車の構造上の欠陥によったとして告

訴があった事件につき，128百万ドルの損害

賠償を認めた（原注12）。かかる驚くべき金額は，

懲罰的効果をねらったものであり，また社会

が人命や健康に認める価値を反映しようとし

たものではあろうが，これは余りにも主観的

なものであり，このことは後の上級審での賠

償金額が大幅に削減されたことでも明らかで

ある。

　第二に，社会的行動のある一局面について

幾つかの代替的な測定値が全く正当に使用し

うることである。Churchmanは，新空港建

設のために収用され取り壊されるStewke・

1ey教区の教会の例を挙げて論じている（原
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注13）。可能な代替的評価には，数千ポンドの

保険価額や数兆ボンドに至る機会収入の終価

が含まれるのである。従って，測定方法の選

択は，この教会が新空港建設のための収用購

入のわずかの代価か，事実上価格がつけられ

ない如き高額になるかをきめるわけである。

かかるタイプの費用対効用分析一ここでは

機会原価の見積りが社会的費用の代替的測定

値となっている一は組織体内の幾多の活動

に適用できるのであるが，これと同様に不確

定な結果となる。例えば，ある組織体の製造

工程から出される河川の汚染量はその汚染を

防止する様に工程を改善するコストで測定で

きるわけである。しかし，そのコストはある

組織体には無視できる程のものかもしれない

が他の組織体にとってはその工程自体の建設

コストより大となるかもしれないのである。

更に注意すべきことは，かかるアブP一チ

は，問題の汚染の産出物一即ち，その河川

汚染が及ぼす魚類，給水，休養施設の影響一

及び良好な環境の喪失に実際には注意を向け

ていない。そして社会監査は主として有効性

一その組織体の活動が関係者の要求を満た

している程度一に係っているのであるから

原価（cost）による測定値の使用は評価の方

法としては一般には不適当なのである。

　第三に，組織体の諸活動の影響より生ずる

利害関係の対立をどの様な測定システムも解

決しえないということである。例えば，社会

監査報告書が，会社が近隣の河川を汚染し，

魚類すべてを殺してしまったことを明らかに

したとしよう。この報告書の結果，かかる汚

染を防止する様に会社の工程が変えられる。

しかしその費用（CQst）は製品の品質及び信穎

性の低下という形で消費者に転嫁される。或

いは，会社はその汚染を技術的に防止するこ

とが不可能であるとし，よって工場を閉鎖す

ることにし，数百人の人々を失業させること

を決定する。社会監査は，地域社会，消費者

或いは従業員の誰の利益を優先すべきかを決
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定しえないし，またそのようなことを試みる

ぺきではない。それができるすべてのこと

は，組織体の社会的行動についての情報を提

供し，その情報が様々な関係者にそれぞれの

目的間の代替関係（trade・offs）の査定に役立

つことを望むだけなのである。

7．　要　約

　社会監査とは組織体の，その様々な関係者

に対する社会会計責任を高めるための統制機

構である。それは組織体の諸活動の社会的影

響を，特に従業員，消費者及び地域社会の観

点から評価しようとするものなのである。社

会監査の一つは政府による法令に基づいた，

例えば従業員の健康と安全，機会均等の改善

のための監査であり，しばしば独立した検査

官によって強制的に行なわれる。この種の社

会監査の限界はその実施に高いコストがかか

ること及び要求される社会的責任のレベルが

低いことである。今一つの形態は，組織体の

経営者が自ら行なう自主的社会監査である。

ここでは社会的責任の諸目的が定義され，ま

たそれらを達成すべく計画が設定され，結果

は監視される。このタイプの監査の主な欠点

は，それが経営者自身によって行なわれるこ

とであり，それが何らかの独立した立場から

の検査をうけなければ，関係者にとっての価

値は制限されたものとなろう。第三のタイプ

の社会監査として考察されたのは，批判的社

会監査である。これは独立した機関によって

行なわれ，一般に社会的に無責任な行動を明

らかにすることに努力が向けられる。しか

し，批判的社会監査は極めて一方的なアプロ

ーチをとるものであり，かつまた一般に大企

業に対して偏見をもっているのである。

　社会監査は比較的新しい現象であり，また

その背後にある理念は良く確立されており，

一般にも受け入れられている。しかしながら

それは重要な実務上の困難さに直面してお

り，そのことがその成長を妨げているのであ
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る。特に，すぺての社会的影響が共通した財

務上の数値で評価されるべきかどうか，或い

は社会的責任の異なれる局面には異なれる測

定値が用いられるべきかどうかといった問題

を含めて多くの測定上の問題がある。究概的

には，組織体に対する統制機構としての社会

監査の成否は，組織体の社会会計責任を改善

しうるような，社会的行動の適切かつ整合し

た測定値をそれが作成し，提供できるかどう

かに依っているのである。
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　訳　注

1。　　social　accountability　　and　audit，　social

　accountabilityは広い意味ではsocial　respon・

　sibilityのことであろうが，なお具体的な社会

　責任会計（social　responsibility　accounting，単

　1に社会会計，social　accountingともいう）の

　会計責任をいっている。本書では企業だけでな

　く様々な組織体全般を考えて論じている。この

　語は「社会会計責任」と訳す。

2．social　performance前回までの研究ノート

　ではperformanceは組織体の様々な活動及び

　その成果全般を指していたので「業績」と訳し

　たが，本章では比較的狭く，現在企業会計の対

　象にはなっていない，組織体，特に企業の活動

　の社会的な影響や効果を批判的な面から言って

　いることが多いので「行動」と訳す。

3．　社会監査の場合，監査依頼老が誰になるのか

　必ずしも明確でない。ここで挙げているような

　ものやこれらを含めた団体が一応考えられる

　が，なお本章の後にでてくるように公的機関や

　経営老自身ということもあるようである。

4．本書第9章「準拠性から能率性と有効性へ」

　第3節でものぺているように，伝統的な財務諸

　表監査（法定監査）に比べて，新しい領域の監

　査（内部・経営・社会監査）では会計組織（測

　定システム）そのものの評価や新しいシステム

　の開発・選定に主たる関心・議論があるので，

　この意味で会計と監査が全く重複しているとい

　える。このことは特に社会監査において著し

　く，この定義からもうかがえる。

　　拙稿・本研究ノート（1）経済論集55号pp．

　37－38参照。

5．後の第5節にもでてくる，「公共利益調査セ

　ンター」（Public　Interest　Research　Centre）

　であって，独立した民間の機関のようである。

6．social　responsibility広く理念的に使って

　いる如く思えるが，ほぼsocial　accountability

　と同義であろう。但し，後者の方がより具体的

　な形を考えている如くである。social　accoun－

　tabilityの方は従来通り「社会会計責任」と訳

　しておく。

7．government－sponsored　social　audits直訳

　すれば「政府後援の社会監査」であるが，内容

　は政府が法令に基づいて行なう社会監査である

　ので簡単にこう訳した。

8．government－sponsored　agencies直訳すれ

　ぽ「政府後援の諸機関」であるが内容は政府の

　諸官庁・委員会等のことであるので簡単にこう

　訳した。

9．本節でとりあげている企業はすべて大企業で

　あり，名称は親会社のみをあげているが，調査

　対象としているのは勿論，子会社を含む企業集

　団グループであると思われる。

10．「反情報サービス」Counter　Information

　Services　これも訳注5のPIRCと同じく，イ

　ギリスにおける民間の反公害運動等の団体であ

　ろう。antiとかcounterは会社側公表の情報

　に対して批判的な立場から，の意であろう。
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